











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































for Warning iSSued （ユ） Informing parents of COuntermeaSureS taken in the schoo1 after
7～10 days before issuance　of　warning　immediately　before　an　earthquake．
earthquake
for Warning issued （ユ） postponing　out・of－school　teaching　activities一











for Warning issued （1） Informing the patients’ relatiVeS of COuntermeaSureS taken after
7～！0 days before issuance　of　warning　immediately　before　an　earthquake・
earthquake




） Informing the patients’ relatiVeS 0f COuntermeaSureS taken after
earthquake issuance　of　warning　immediately　before　an　earthquake・
for Warning issued （1） Moving　Patients　to　safer1ocations，if　possible・







for Warning issued （1） Stockpiling　of　money．
7～10 days before




for Warning issued （1） Informing the pub1c of COuntermeaSureS taken after iSSuanCe of
2～3 davs before warning　immediately　before　an　earthquake、
earthquake （2） Informing　the　public　of　countermeasures　taken　after　occurrence of
earthquake．




































































for Warning issued （1） Informing　the public　of countermeasurres　taken after iSSuanCe　Of
2～3 days before warning　immediately　before　an　earthquake．
earthquake
」　　　一
for Warning issued （！） Closing　shops　or　shortening　services．














for Warning issued （1） Informing the public of COuntermeaSureS taken after iSSuanCe　Of
7～10 days before warning　immediately　before　an　earthquake。
earthquake
一for Warning issued （1） Postponing　Programs．



















for Warning issued （1） Maintaining　the　supply　of　water，gas　and　electricity．
immediate1y before （2） Drawing　down　the　water　level　in　reservoirs　having　vulnerab1e　damsi
earthquake （3） Shutting　down　nuclear　power　stations，etc．
■
施を困難にする．
　　（iji）　危険地からの立退き，工場の操業低■ド・停止，危険物の移動などを，地方白治体が
指示・命令できることが望ましいが，現状では勧告することができるだけである．したがっ
て，この勧告に従わない可能性がある．
　　（iv）直前警報が出された後に，次のことを行なってはならない，と十分に広報Lても・
人問の本性・本能から考えて，完全にやめさせることはむずかしい．というより，多くの人
が守らないと考えるべきである．
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（イ）緊急のことではない電話をかけること．
（口）白動車を用いて避難などをすること．
い　商店に殺到すること．
（二）銀行に殺到すること．
　（1）危険地・安全地を知り，これを広報するという仕事は，地震警報がだされるかどうか
とは関係なく，被害を少なくするために非常に重要な基本的な仕事である．いかに困難であ
ろうとも，少しでも多く危険地・安全地の状況を知り広報するよう努めるべきであろう．
　（2）上記（ii）に対処する基本的な考え方については，第3報（渡辺，1979c），第4報（渡
辺，1979d）において述べた．r交通規制をできるだけきびしく，しかも危険地からの立退き
などの処置も強力に一進める」という考え方である．直前警報により劇場や娯楽場などから出
た人は，歩いて帰るか，近くの安全な所で待機するか，あるいは列車・電車が動いているな
らぱ駅まで歩いてゆくように指導すべきである．
　この考え方に対して，r盛り場には多数の人がいる．これらの人が駅に殺到したならぱ非
常な混乱となる」という問題点が指摘されることがある．しかし，このような指摘は，地震
警報をなぜだすかを考慮していないと言わざるを得ない．このように多数の人が集まってい
るとき，警報なしに不意に地震が起きたときの混乱は計りしれないものであろう．警報がだ
された後の混乱と比較して非常に大きなものとなることは確実である．また，4．においても
述べるが，2～3日前警報をだし，その後直前警報をだすならぱ，2～3日前警報に対応し
て多くの人が盛り場へ行くことを中止するであろう．地震警報はこのような盛り場に対して
も意味があるのである．
　「直前警報がだされたならぱ，工場・商店・銀行などの従業員の一都，特に女性・高年齢
者を帰宅させるべきである」という意見があるが，この処置は交通規制処置と矛盾する．こ
の問題点についてはすでに第4報（渡辺，1979d）において述べた．すなわち，女性・高年
齢者といえども病人ではなく働いているのであるから，地震発生前および地震発生後におい
てなんらかの震災対策の仕事を行なうことができるはずである．少なくとも積極的に帰宅を
推進すべきではない．したがって，表2においても直前警報に対応する対策の中に，学校を
除いてr帰宅させる」という対策を入れなかったのである．なお，このことは，どうしても
帰宅したというものも帰宅させない，ということを意味しない．
　（3）上記（iii）の問題点について，rどうせ従わないのであるから勧告しても意味がない」
という考え方をしてはならないのは当然であろう．一人でも，工場一カ所でも勧告に従って
くれるならぱ，それだけ被害は少なくなるのである．
　（4）（a）直前警報がだされたとき，人々があらそって電話をかけることがないようにするた
めの対策として画期的なものは残念ながら存在しない．電話をかけないように繰り返し繰り
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返しキャソペーソするほかないであろう．もちろん，可能ならぼ電話交換システムを改良し
て一般電話を制限できるようにすることは重要な対策である．
　自動車を用いないようにすることについても同じであり，道路交通規制を守るように，白
動車を用いて避難しないように，繰り返し繰り返しキャソペーソするほかない．このような
キャソペーソに一よって事態が非常によくなることを期待することはできないが，一人でも守
ってくれるならぱ，それだけ被害は少なくなるのである．
　（b）直前警報がだされたとき，地震発生後のための食料その他を購入しようと人々が商店
へ殺到することを止めさせることは非常にむずかしい．このような行動をとらないように，
繰り返し繰り返しキャソペーソすることはもちろん重要であるが，次の二つの処置も有効で
ある．この二つの処置は商店に対する対策として表2に示してある．
　　（イ）直前警報がだされたならぱ商店を閉鎖する．そしてこのことを，直前警報がだされ
　　　る前に商店や地方自治体が繰り返し繰り返し広報する．
　　（口）一般家庭などでは，日常また7～10日前（あるいは2～3日前）の警報に対応し
　　　て，地震発生後のための食料その他を購入しておく．新鮮な食料たどは少しずっ買い
　　　古いものを使ってゆき常時多少のものが残っているようにしておく．
　（C）銀行への殺到についても，これを止めさせることはむずかしい．このような行動をと
らないように一，繰り返し繰り返しキャソペーソすることとともに，次の四つの処置も有効で
ある．
　　（イ）銀行は直前警報がでたならぱ閉鎖する．
　　（口）地震発生後，銀行はできるかぎり預金の引き出しに応ずる．このとき通帳などがな
　　　くとも本人であることを確認できるものがあれぼよいとする．
　　い　銀行は直前警報がだされる前に，上記（イ），（口）について繰り返し繰り返し広報する．
　　⇔　一般家庭では（当然のことであるが）通帳などを貴重品として取り扱い・直前警報
　　　ヵミでたならぱ，身に一つける．また，日常ある程度の現金を手元においておき，直前警
　　　報がでたら，この現金も貴重品として身につけておく．
　第2報（渡辺，1979b）において，r現金を準備する」ということが2～3日前地震警報に
対応する一般家庭における対策として示されているが，上記（二）の考え方から，表2（1）でこれ■
を削除した．
4．段階的地震警報の意義
　第2報に一おいて述べたように，表1に示すような段階的な地震警報をだすことは，地震に
対する関心を高めて，震災対策の効果的な実施を促進するという意義を持っている．ここで
は段階的な地震警報をだすその他の意義について考察しよう．
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　4．1直前警報が不意にだされたときの問題点と対策
　これまで，表1あ各地震警報が段階的にだされることを想定して考察を進めてきた，しか
し，残念ながら現在の地震予知の現状では，表1のように細かく警報をだせるまでに惇至っ
ていない．そこで，ここではまずr5～10年前警報または1～2年前警報がだされ，6ヵ月
前，1ヵ月前，7～10日前，2～3日前警報は発令されず，直前警報がだされた」というこ
とを想定して考察してみよう．
　この場合には，表2に示した対策をすべて直前警報がだされた後に行なわなけれぱならな
い．時問的余裕がないため実施できない対策もでてくる．また，1～2年前警報における警
報時問範囲，すなわち地震発生の可能性のある範囲は4～6ヵ月である．このような長期に
わたって日常の生活・行動を犠牲にすることはできない．したがって，直前警報がでるまで
日常と同じ生活・行動が実施されていることになる．かくて次のような問題点が生ずる．
　（1）直前警報がでたとき，危険な場所すなわち劇場・娯楽場・地下街・地下鉄内・百貨店
・スーバーマーケットなどに多くの人が集まっていることになる．大集会が開催されている
かもしれない．かくて，前述のように多くの人が帰宅を急ぐため，混乱が起こりやすくな
る．
　（2）一般家庭などでは遠出，あるいは族行をLているときに直前警報がだされることにな
る．不慣れな土地で地震を待たなけれぼならない．
　（3）防災要員として指名されている人が外出中，旅行中に，直前警報がだされることにな
る．たとえ防災要員としての任務につこうとしても，勤務先に帰ることが非常にむずかしい一．
ことになる．
　（4）不意に直前警報がだされるということは，不意に多くの商店が営業を止めるというこ
とである．地震発生後のための食料などの不足を補うことができなくなる．閉店を阻止する
というような行動に出る人々もあるかもしれない．r日頃から用意していないからだ」と批
半11したところで問題の解決にはならない．
　（5）銀行についても商店の場合と全く同じことがいえる．
　（6）道路上に多くの車が残っているときに直前警報がだされることになる．特に高速道路
上の車が問題である．
　上記（1）～（6）のような問題点を解決するためには，直別警報をだす前に2～3日前警報をだ
すことが非常に有効な処置である．
　（i）　2～3日前警報に対応して多くの人々が危険な所へ行くのをさしひかえるから，直
前警報がでたときには危険な場所に集まっている人数は少なくなるであろう．
　（ii）　2～3日前警報に対応して遠出・旅行を止めるから，不慣れな土地で地震を待つ人
は少ないであろう．
　（iii）防災要員として指名されている職員・従業員の上司は，2～3日前警報がだされた
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ならば，遠出・旅行をするような仕事を命じないであろう．職員・従業員自身も遠出をさし
ひかえるであろう．
　（iv）　2～3日前警報がだされたときに直前警報がだされることがわかっているというこ
とは，少なくとも12～24時間の余裕があるということを示す．このような余裕はバニック防
止の大きな条件なのである．しかも，r日頃から用意しておくように」というキャソペーソ
に応じている人が多ければ，貯えが不足している人は少数であろう．2～3日前警報がださ
れた後，この少数の人が余裕を持って不足分を購入することができることになる．r日頃か
ら用意しておくように」というキャソペーソも重要であり，2～3日前警報と直前警報を組
み合わせることも重要なのである．
　（V）銀行についても商店の場合と全く同じことがいえる．
　（vi）　2～3日前警報がだされ，しかも，直前警報がだされることがわかっているときに
は，2～3日前警報に対応して，白ナソバー車の通行（特に高速道路の通行）を禁止する処
置をとることができるであろう．もっときびしく，白ナソバー車は全面通行禁止，その他の
車は高速道路のみ通行禁止という処置をとることができるかもしれない．このような処置に
よって，直前警報がでたとき，さらに地震発生時の道路上の車の数を大幅に減らすことがで
きる．
　4．2　2～3日前警報が不意に出されたときの問題点と対策
　1～2年前警報の後に不意に2～3日前警報がだされ，しかも直前警報がだされるかどう
かわからない場合を考えよう．この場合にも，4．1において述べた間題点は同じように生ず．
る．しかし，もっと大きな問題点は，2～3日も日常の生活・活動を停止することは人問の
本性・本能から考えても非常に困難であるということである．交通機関は止まり，銀行も商
店も閉鎖されるのである．家の中であるにしろ，勤務先であるにLろ，また避難場所である
にしろ，地震の発生を待って2～3日問ほとんど何もせずにいるという状況に耐えることは
困難である．不可能といってもよい．だからといって，なんらかの活動を始めるならば，そ
れだけ地震警報をだす意味が失なわれるのである．2～3日前警報だけを不意にだすこと
は，できるかぎり避けるべきである．
　そして，2～3日前警報をだすときにはr直前警報をだすから，テレビやラジオなどの報
道を聞きもらさたいように」という注意をかならずつけ加えるべきである．さらに，2～3
日前警報と直前警報とをうまく組み合わせるならぼ，4．1に述べたような利点があることを
十分に広報すべきであろう．
　なお，r年単位，月単位の地震予知は，地域杜会に様様な影響をおよぽし，混乱を与える
恐れが大きい」（城野好樹，1979）という意見がある．上記の地震予知に対応して，r今後1
ヵ月以内に（O～！ヵ月後の問の意味）地震発生の恐れがある」という警報がだされ，その
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後地震発生までの問に何の情報も与えられなけれぱ，なんらかの大きな混乱が起こるであろ
う．しかし，もしこの1ヵ月前警報をだすとき，r地震発生の2～3日前や数時間前に，さ
らにくわしい警報を出すから，テレピやラジオの報道に注意するように」とつげ加えるなら
ぱ，1ヵ月以上前の警報は，地震に対する関心を高め，震災対策（特に日常行なっておくべ
き対策）の実施を促進する効果をもつと考えられる．
5．警報期間の童要性
　4．1において述べたように，直前警報を不意にだすことは問題点が多い．だからといって
現在の地震予知の状況では，このような警報をださざるを得ない場合があろう．このときに
警報期間の重要性がうかびあがる．すなわち，次のような直前警報におげる午後2時から午
後7時までの問の重要性である．
　r午後2時発表．本日午後7時から明日午前5時までの間に地震発生の恐れがある」
　この期問は警報はだされているが，警報時問範囲（上記の警報の場合，午後7時から次の
日の午前5時まで）とくらべて地震発生の可能性が小さい．ということは，この期問はそれ
だげ余裕があるということである．あわてる必要がない．したがってパニック発生の恐れが
非常に少なくなる．1時問に2kmの速度で歩けぱ，午後2時から午後7時までの5時問の問
に10kmも歩けるのである．近くの職場に一勤務している人が，保育園に一あずけた子供をひき
とって家へ帰る余裕がある．警報期問の問は商店や銀行を閉鎖しないという処置をとること
ができるかもしれない（かえってパニックを助長するかもしれないので十分に考えなければ’
ならないが）．高速道路上の車の大部分が下へおりることができるであろう．棚からものを
おろしたり，家具を簡単に固定したり，家の中をかたづけて避難しやすいようにしたりする
余裕も十分にある．
　一方，もしr今後1日以内（あるいは数時問以内）に地震発生の恐れがある」というよう
な警報期間のない警報が不意に出されると，人々はすぐに地震が起こると考えがちであり，
心の余裕がなくなりパニック発生の可能性が大きくなる．どうしても直前警報を不意にださ
ざるを得ないときには，警報期問を含む直前警報をだすか，2～3目前警報と組み合わせる
べきである．後者においては最悪の場合，2～3日前警報と直前警報ともに警報期問を含ま
ないものであってもよいであろう．
　さて同じ2～3日前警報であっても，次の二つは受け手に与える心理的影響が非常に異な
る．
　（i）　r8月1日午後1時発表．今後2～3日以内に地震発生の恐れがある」
　（ii）　r8月1日午後1時発表．8月2日午後10時から8月4日午後6時の問に・地震発生
の恐れがある」
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　（ii）においては，33時問の余裕があり，この警報期問の間に種々の準備ができるからであ
る．しかも，警報時問範囲（2日午後10時から4目午後6時までの44時問）の問，地震を待
って静かに待機することが可能かもしれない．
　4．2において，2～3日前警報だけを不意に出すことはできるだけ避けるべきであると述
べた．どうしても2～3日前警報だけを不意に出さなければならないときには，上記（il）の
ように警報区問を含む警報をだすように今後一層努力すべきであろう．
6．大都市の特殊性
　たとえぱ東京の新宿地区には，昼間約30万人の人がいると言われており，この状況のもと
で地震警報がだされたときの混乱が心配されている．たしかに多かれ少なかれ混乱は発生す
るであろう．しかし，次の二点について十分に考える必要がある．
　（1）3においても述べたように，地震警報が発令されず，あるいは1～2年前警報の後に
不意に地震が起きたときの混乱は，地震警報による混乱と比べることはできないほど大きい
であろう．さらに，4．1において述べたように，2～3日前警報と直前警報の組み合わせが
成功すれぱ，この30万人という人数は直前警報がだされる時点には大幅に減っているのであ
る．
　（2）　r新宿」というような狭い一地区に30万人という人が集まるというのは，我が日本に
おいても特殊な場所なのである．新宿のほかは東京の数カ所（池袋・渋谷・上野…　　）だ
けであるといっても過言でたい．少し範囲をひろげたとしても，また20万人，10万人と集ま
るのも問題であるとしても，人口100万人以上の大都市だけの問題なのである．表3は我が
国の人口100万人以上の都市とその人口を示している．広島は100万人以下であるが，政令都
市であることを考慮してこの表に加えた．広島を含ゆてもわずかに11都市である．表3に示
表3大都市の人口
（昭和50年国勢調査）
都市名／人口（万人）
東京23区
大　　阪
横　　浜
名古屋
京　　都
神　　戸
札　　幌
北九州
川　　崎
福　　岡
広　　島
895
278
262
208
146
136
124
106
102
100
85
Tab1e3　Popu1ation　in　large　cities
　　　　（1975Census）
・i・i・・　1（i㍑鮎、）
Tokyo（23wards）
Osaka
Yokohama
Nagoya
Kyot0
Kobe
SapPor0
Kitakyushu
Kawasaki
Fukuoka
Hiroshima
8．647
2．779
2．622
2．080
1．461
1．361
1．241
1．058
1．015
1．002
　853
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す大都市とその他の場所とでは，表2に示す対策を実行するとき，その細かい内容は大幅に
異なるべきであろう．
　表3が示しているもう一つの特殊性は，東京（特に23区）の人口の異常な多さである．東
京を除く都市では，盛り場から5kmあるいは10km歩くと，家のたてこんでいない所へでる
ことができるが，東京だけはそうはゆかない．20km～30km以上歩かなけれぼならない．東
京における震災対策は本質的にむずかしいのである．将来の課題としたい．
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